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山形県・令和5年度当初予算の主な事業⑥
農林水産部●元気な農業人材確保プロジェクト事業費（①新たな労働力確保モデルの構築②多様な人材活用による経営継承支援など）……6,968.4万円
農林水産部●自給飼料生産対策事業費（①自給飼料増産の推進②県産自給飼料生産拡大体制の構築など）……1,965.4万円
県土整備部●激甚化・頻発化する豪雨災害への対応（①令和４年８月の大雨で被災した河川の改良復旧②最上川の緊急治水対策プロジェクトに基づく河川の整備など）……224億4,179.6万円
県土整備部●多様な交流を支える道路ネットワークの整備（①広域道路・地域内道路ネットワークの整備②高規格道路と国直轄国道の整備促進）……152億2,142.2万円
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神事の後は「湯立神楽奉納」「剣道奉納
試合」「湯立神楽奉納後の餅まき」が、行
われました。子どもたちが、大活躍です。

飛鳥神社
祈年祭に参加（酒田市）

自治会の役員を10年間の永きにわたって
お勤めくださった方々が表彰されました。
本当にありがとうございました。

飛鳥自治会総会と
飛鳥神社総会に出席（酒田市）

市立酒田病院長、日本海総合病院理事長
を歴任した栗谷義樹理事長を訪問。地域
医療の課題について指導をいただきました。

日本海総合病院栗谷理事長と
面談（酒田市）

米沢織のPRのために米沢市選出の議員
からの提案で始まった「着物議会」。私も
3期12年間参加させていただきました。

県議会2月定例会恒例
「着物議会」に参加（山形市）

石黒覚議員／質問
　令和4年3月に厚生労働省から
地域医療構想の進め方について
の通知がなされ、都道府県におい
て第8次医療計画（2024年度～
2029年度）の策定作業が進めら
れる際に、2022年度および2023
年度において地域医療構想に係
る民間医療機関も含めた各医療
機関の対応方針の策定や検証・

見直しを行うこと。その際、新型コ
ロナウイルス感染症拡大により病
床の機能分化・連携などの重要性
が改めて認識されたことを考慮す
ること。また、2024年度より医師の
時間外労働の上限規制、いわゆ
る医師の働き方改革を遵守するこ
となどが求められています。
　また、総務省は公立病院経営
強化について「持続可能な地域医

療提供体制を確保するための公
立病院経営強化ガイドライン」を示
しました。この件は、令和5年3月
に（公財）全国自治体病院協議会
から公立病院経営強化に関する
説明会の通知があり、医師の働き
方改革や経営強化プランの取り組
み状況について、令和5年6月に
説明会があったようです。
　昨今の医療・介護・福祉を取り
巻く環境は、刻々と変化していま
す。酒田地区医師会でアンケート
調査を実施したところ「2040年頃
には現在の開業医の40％がなくな
るとの予測をせざるを得ない」との
ことです。こうした危機感に、酒田
市は、山形大学や日本海総合病
院などと連携して、先進的な取り
組みも試みられています。高齢化
率が高い中山間地域を中心とし
て、オンライン診療システムや医療
機器を搭載した自動車で出向いて
診療する「医療マース」の実証実
験が行われており、令和6年4月
の本格運用を目指しています。
　医療現場では、「2025年問題」

から、高齢者の数がピークアウト
し、担い手の急減とともに労働力
不足が深刻化する2040年以降の
社会に向け、医師の偏在解消、
医師の働き方改革への対応、医
療機関の再配置などへの関心が
高まっています。例えば日本海総
合病院は、令和4年で旧県立日本
海病院建設時の起債償還がほぼ
終了しており、病院としての機能
強化も含め、庄内地域における新
たな地域医療提供体制の議論も
必要との認識をされています。
　地域医療を取り巻く環境が激し
く変化するなかで、持続可能な地
域医療提供体制を確保するため
の地域医療構想の進捗状況や新
たな構想の検討状況について、健
康福祉部長に伺います。
健康福祉部長／答弁
　平成28年9月に策定した地域
医療構想では、団塊の世代が全
て後期高齢者となる2025年の医
療需要などを見据え、必要となる
医療機能のほか、持続可能な医
療提供体制のあり方を示していま

石黒覚議員／質問
　酒田港の夏の風物詩として知ら

れる「いか釣り船団出航式」に出
席しました。山形県籍の船はなく、

山形船友漁撈長会所属の県外籍
4隻が出航しました。以前は、17隻
が出航したこともあったと思います。
船で働く若者は、ほぼ全員がインド
ネシアからの研修生でした。寂しい
気持ちになってしまいました。
　また、平田地域の中山間地・小
林地区で、転作作物として「そば」
を栽培する方から「そばの花見」
に出かけた時に声を掛けられまし
た。農林水産省が令和４年から5
年間、一度も水を入れない転作田
には「水田活用の直接支払交付
金」を交付しない見直し方針を発
表したことに「自分はもはやここで
生きている意味がなくなった」と下
を向いて、小さな声で言われまし
た。その時、人間が生きるための
基本である食料を生産する農業者
が、いかに時の政府の振る舞いに
振り回されてきたのか、なぜ21世
紀のこの時代にこんな仕打ちを受
けるのか、抑えようのない憤りと、
彼の悲しみに応える術のない無力
感に襲われました。
　山形新聞の「人的基盤の強化

急務～厳しい経営環境、嘆きの声
～」という記事に、令和2年農林
業センサスでは県内の基幹的農
業従事者のうち個人経営体は3
万9,034人で、平成27年調査と
比べて7,026人（15.3％）減少、65
歳以上の割合は68.3％にのぼり、
前回比8ポイントアップとありまし
た。現在「食料・農業・農村基本
法」の見直しが行われており、先
般公表された「中間とりまとめ」の
なかでも、農業従事者の急速な減
少が課題とされています。
　水産業も厳しい状況に変わりは
なく、平成30年漁業センサスによ
ると県の海面漁業の就業者数は、
平成15年に778人で、平成30年
には368人とほぼ半減、60歳以上
の割合は60％を超えています。林
業も同様であろうと推察します。
　このような状況を踏まえ、吉村
美栄子知事の政策にも掲げられ
た「生産額ベースの食料自給率
200％超の実現」「スマート農業の
推進」「やまがた森林ノミクスの加
速」「水産業の振興」といった農林

す。現段階は、策定時と比較して
急性期病床が700床以上減少す
る一方で、高齢化のさらなる進行
により必要性が高まる回復期病床
が同じく700床程度増加するなど、
全体としては、一定の成果があ
がっていると認識しています。
　さらに、令和4年3月に政府より、
改めて民間医療機関を含む全て
の医療機関に対し、令和5年度末
までに病床機能の転換などの対応
方針の策定が求められ、鋭意検討
を進められています。令和5年3月
には、医療法に基づく医療提供体
制の確保に関する基本方針が改
正され、都道府県は毎年度、各医
療機関が策定した対応方針の目
標の達成状況を評価するとともに、
将来の病床の必要数と報告された
病床数との間に著しく差が生じて
いる場合は、その要因を分析し、

結果を公表することになりました。
　こうした検証を踏まえ、非稼働
病棟や稼働率の低い病床のある
医療機関には、対応状況や今後
の方針などについて説明が求めら
れるなど、新たなＰＤＣＡサイクルを
通して地域医療構想を推進する
内容です。県は、これらの点を着
実に実施し、地域の議論も喚起し、
持続可能な医療提供体制の確保
に向けて引き続き取り組みます。
　新たな地域医療構想の検討は、
厚生労働省にて、高齢者人口が
ピークアウトする2040年頃を視野
に、中長期的課題の整理が行わ
れています。都道府県の策定作業
は、2025年度となる見通しです。
県は、現在の地域医療構想の推
進と並行し、政府の動向を注視し
ながら、現状や課題の把握・分析
に努めていきます。

水産政策をどのように実現してい
くのか、担い手の育成・確保にど
のように取り組んでいくのか、農林
水産部長に伺います。
農林水産部長／答弁
　令和3年3月に「第4次農林水
産業元気創造戦略」を策定し、戦
略の共通目標として「生産額ベー
ス食料自給率200％超」の実現を
目指しており、「意欲ある多様な担
い手の育成・確保」をはじめとした
５つの基本戦略を柱として、目標
指標に基づき、成果を検証しなが
ら施策を展開しています。
　「担い手の減少」には、基幹的
農業従事者が年間約1,400人、
海面漁業就業者が年間約20人
減少、令和4年の新規就農者は
358人、海面漁業新規就業者は7
人に留まっており、担い手の育成・
確保が急務であると認識していま
す。そのために、県は高度な農林
業人材を育成する東北農林専門
職大学（仮称）の開学準備を進め
ているほか、農業分野では、地域
農業を牽引する高い生産力と経

営力を持つ経営体の育成を図っ
ています。また、農業人材の育成・
確保に向けたきめ細かな支援を
行っています。
　また、漁業分野では、新規就業
者確保に向けた就業体験の実施
や基礎技術の習得などの就業支
援に加え、新規就業者の独立後
の経営の安定化・高度化に向けた
支援などを行っており、令和5年4
月には「県漁業経営・就業支援セ
ンター」を開設して、就業相談や
独立後のフォローアップなど段階
に応じた支援を実施しています。
　林業分野でも、新規就業者の
確保に向けて「県林業労働力確
保支援センター」と連携し、就業
体験の実施や求人情報の収集提
供などに加え、林業事業体への求
職者斡旋に取り組んでいきます。
　今後も、県の基盤産業である農
林水産業の維持・発展に向け、こ
れらの取り組みを通して、担い手
の育成・確保に重点的に取り組ん
でいくとともに、元気創造戦略に掲
げる目標の実現を図っていきます。

石黒覚議員●東北公益文科大学（公
益大）の公立化について、実務担当
者よりも高いレベルでの議論の状況は。
学事文書課長●令和4年度の東北公
益文科大学の公立化と機能強化に係
る検討は、 幅広く意見交換と議論を
積み重ねたうえで、11月に初めて副
知事と地元首長との意見交換を実施
しました。そのほか、庄内地域2市3
町の課長クラス、部長クラスとの実務
責任者での打合せや協議を重ねるな

ど、階層別に協議を重ねるとともに、
重層的な議論を実施してきました。
石黒覚議員●副知事と2市3町の市
町長との協議における公立化、機能
強化についての考え方はどうですか。
学事文書課長●機能強化を待たず
に、すぐに公立化をすべき意見がある
一方で、公立化が単なる看板の掛け
替えであってはならない、機能強化が
必要だ。どういう大学を目指すかが大
事であるとの様々な意見がありました。

石黒覚議員●公立化した場合の設置
者の負担や財政負担のシミュレーショ
ンは行っていますか。また、具体的な
金額は示していますか。
学事文書課長●2市3町の実務責任
者では、様々な財務シミュレーションを
示し、財政負担のあり方や仕組みに
ついて情報を共有しています。なお、
個別の市町の負担額については示し
ていないが、一般的には公立化した
場合、私学助成という補助がなくなり、
若干収入額が減っていくため、どの程
度不足するのか、大学の収支規模を
維持する場合の必要額を説明して、
情報や認識の共有を図っています。

石黒覚議員●これまで、私立大学が
公立化した場合、予算的な面も含め、
参考となる大学はありますか。
学事文書課長●全国で私立大学が
公立化した大学は11大学があり、そ
れぞれの大学には地域性があり、標
準的な指標はないようです。例えば、
鳥取県にある大学では公立化するに
あたり、理科系の学部を新設したり、
沖縄県の大学では、看護系や医療系
の学部を設置したりして、発展的な運
営を目指している大学があります。
石黒覚議員●鳥取県にある大学の場
合、公立化の検討開始から完了する
までの期間はいかがですか。

学事文書課長●私立大学の公立化に
は、地域の特性や大学の経営状況に
非常に左右されるため、経営が非常
に悪い大学では、かなりの早さで実施
しています。一般的には数年単位の
時間をかけて公立化しています。
石黒覚議員●公益大は、令和7年度
4月に国際コミュニケーション関係の学
科を新設したいという考えがあるよう
です。県の確認状況は。
学事文書課長●学科再編により令和7
年度を目標に、文部科学省との調整を
進めているようです。正式な名称は決
まっていないようですが、国際コミュニ
ケーション関係の学科と聞いています。

石黒覚議員●令和5年度予算のうち、
高等教育機関連携推進事業費として
100万円の予算を新たに計上していま
す。具体的な事業内容やスケジュール
はどうですか。
学事文書課長●東北公益文科大学
の公立化・機能強化の予算を初めて 
計上し、全国において先行して公立
化した大学の状況を実際に確認して
いきます。また、国際化関係に非常に
強い大学やIT化に特化した大学が
近県にあり、特色のある公立大学の
視察や調査を行うほか、県だけの知
見では足りない部分もあることから、
公立化を数多く手がけた 民間企業の

専門的知見や助言を受けます。スケ
ジュールは、機能強化よりも速やかな
公立化という意見もある一方で、何を
目指すのかを明確化すべきという多様
な意見があるため、 まず合意形成が
必要です。合意形成の結果として手
続きをどのように進めていくかは、2市
3町との間で共通の認識を持っていき 
たいと考えています。
石黒覚議員●総務部長が講演したシ
ンポジウムを聴きました。公立化につい
て総務部長の所感は。
総務部長●もともと令和2年度以降、
庄内開発協議会から県に対し、2市3
町の総意として早期の公立化に向け

た要望があったなか、副知事が座長
として行ったミーティングでは多様な意
見もありました。6団体は対等の立場
であることから、今後県も汗をかきな
がらコンセンサスづくりをやっていきた
いと考えています。なお機能強化は、
公立化と非常に直結しており、財政負
担の問題が公立化の際の課題の一
つとなるため、企業を含めて外部資金
をどれだけ導入できるかが、公立化を
進めるうえで非常に重要となります。
　また鶴岡市長の意見として、設置
者の議論もあるが、まず学生や先生
など当事者が置き去りにされないよう
にしてほしいという話もありました。

令和5年2月28日（火） 令和5年4月27日（木）令和5年3月19日（日）

令和5年3月22日（水）
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